








































































































































































































死　　亡 満　　期 解　　約 失　　効　i年度
件数 金額 件数1金額件数 金額 件数 金額
万件■ 億円　万件1 億円 万件 億円一 万件 億円
48 22 1．976　　2104，768 324 32，860 334 81，846
49 22、 2，390■ 205 6，164 383 51，268 325 99，747
50 23 2，982 223 9，500 384 63，267 301 124，771
51 24 3，652 243 9，597 398 78，924 298 154，994
52 25 4，531 267 13，565 361 87，229 313 171，069
53 25 5，225 257 16，453 352 104，944292 171，528
占率 2．7％ 1．8％ 27．8％ 5．5％ 38．0％ 35．2％ 31．5％ 57．5％






















































































































































































































































































































































49年度末 50年度末 51年度末 52年度末 53年度末
一般貸付 一般貸付 一般貸付 一般貸付 金額
一般貸付
金額 こ占める 金額 こ占める 金額 こ占める 金額 に占める こ占める
割合 割合 割合 割合 割合
億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％
住宅公団 4，071 5．94，3945．54，811 5．25，2795．25，5235．O
住宅トソ！弐975 5．75，2876，67，1147．79，9949．913，13011．9
住宅金融会杜 494 O．7 750、0，91，312 1．42，2572．23，0642．8
；：住宅低当証書 12 O．O 19 O，O 32 O，O 127 0．1 257 O．2
一 ！
地方住宅供給1222公杜等　　1
















































































































■ 三井生命 26，800 15，400
千代田生命 ■ 26，800 15，400
一
　　　　　注1　養老保険とは満顛保険金と死亡時の保険金が同額の保険。
　　　　　注2　生命保険の配当は3年目から始まるので，39年胆加入Lた人は41年に1回
　　　　　　　目の配当を受け敢っているo
　　　　　注3　表定保険料は39年に加入Lた人のもので．年払い保険料。
　（8）また，消費老の要望が強いからという理由で昨年（昭49＝1974）末売り
出Lた個人向げのかけ捨て保険の売れ行きがさっぱり，というのも不思議だ。
外務員に聞くとr売っても手数料は少ないし，売り上げ成績への加算率も低い
ので売る気にならない」という。ある中堅会杜では，かげ捨て保険を売った場
合，成績に上乗せされる金額は，養老保険の場合の約7分の1，大型保障保険
に比べ約28分の1。大型保障保険なら満期保険金50万～100万円の契約を1，2
件ですむところが，個人向けかげ捨てだと保険金額1千万円というかなり高額
のものを4～5件とらないとノルマを果たせないことになる。
　（9）どうやら，生保各杜は，かけ捨て保険を売りたくないらしい。生保会杜
がかけ捨てをきらう最大の理由は，かけ捨て保険の比重が大きくなると，生保
会社のもうげは少なくなり，保険料の中の貯蓄の部分を運用してのかせぎが期
待できなくなるからだ，という。個人向けのかげ捨て保険で40歳加入，30年満
期を例にとると，死亡者に対する保険金支払いを見込んだ危険保険料部分は66
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％，手数料や事務的経費である賦課保険料が34％で，会杜が運用できる部分は
きわめて小さい。が，養老保険で同じような例をみると，危険保険料は約29．5
劣，賦課保険料23％のほかに貯蓄部分が47．5％ある。この貯蓄部分は預金と違
っておろされる心配もなく，長期にわたって生保会杜が運用できる。だから生
保会杜は，このもうけの源泉をなかなか手放したくないのである。
　⑩杜員総代の選出をめぐる消費者パワーの不信も根強い。生保の場合，20
杜のうち16杜は相互会杜で，保険加入者（杜員）の代表が最高の議決機関を構
成するのだが，そのメンバーをみると会杜杜長がずらり。消団連（全国消費者
団体連絡会の略称）の調査だと今年（昭50＝1975）の場合，日本生命では杜員
総代に選ぼれた51人中41人，住友生命では50人中34人，安田生命では68人中64
人が会杜の杜長，会長など企業代表だった。残りは政治家や弁護士，大学教授と
いった名士が名を連ねており，一般の加入老の入り込む余地はほとんどない。
しかも，杜長や会長が杜員総代になっている企業と，その生保会杜との問には
株式の保有や融資の関係が目立つ。
　ω　契約高の順位争いは，各杜にとって現在でも最大の課題で，ノルマに追
われた第一線は，客は百万円の保険でいい，というのに黙って二百万円の証書
をつくり，しぱらく余分な保険料を立て替えて，あとで泣き落とし戦術に出る，
というようなことまでやる，ともいわれる。この一・二年の保険行政の一っの
目安となっている継続率（保険加入後一年間契約が続く割合）をみても余り変
わらたい実態がうかがえる（第8表参照）。すなわち犬手八杜でさえ，10件の
うち2～3件が一年以内に落ちこぼれているし，継続率が前年より低下したと
ころもある。
　⑫　生命保険に対する期待と批判は日増しに高まっている。30代のサラリー
マソがr万一のことがあったら，と考えると背筋が寒くなる」世の中だし，中
年以上はがんがこわい。家族制度の崩壌で，子供に老後を託せない老人はr長
生きの恐怖」にとりつかれている。生命保険が生保各杜のインフレ利得をふく
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第8表大手8杜の継続率
　（単位％，業界調べ）
49年度 50年度
日本生命 83．6 81．8
第一生命 77．6 75．7
住友生命 75．8 75．1
明治生命 76．9 77．3
安田生命 83．9 82．O
朝目生命 68．3 72．O
三井生命 78．7 79．1
千代田生命 78．1 77．5
らませるのではなく，国民をイソフレの恐怖から守ってくれるようなものにな
らないのだろうか。
　（コメソト）
　この記事は過去6～7年の間に朝日新聞に載った生保批判のなかでも，もっ
ともまとまった，かつもっとも鋭い批判記事であり，記事を書いた記者の力偏
は相当なものと評価される。この記事を読まれる読者の中には，記事自体余り
に批判的立場で書かれすぎているという感じをもつ向きもあろうかと思うが，
わたくし自身は必ずしもそうは思わない。むしろ丹念に資料を揃えたうえでの
正確な叙述が殆んどであり，極めて高い客観的妥当性に裏打ちされたものと評
価している。わたくしは記事を便宜上12に分けて紹介したが，それを順にみて
ゆくと，この記事ではとくに以下の諸点が指摘されている。（ユ）生保会杜はイン
フレによるもうけを充分に享受しているのに，そのもうけを杜員である保険加
入老には還元していない。（2）生保資金を用いての遇度の不動産取得が目に余る。
（3）インフレゆえに業界あげての積極的販売が期待される個人向け掛け捨て保険
は，会杜のもうけが薄いゆえ，これを積極的に売る意思をもたず，外務員もま
た，自分の販売成績および収入の面からかけ捨て保険を売る気が起きない仕組
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みになっている。（4）最近の生保批判の中心として保険審議会などでも採り上げ
られている，外務員の犬量増員・大量脱落に遠因をもつ継続率の改善も未だ十
分なものでなく，このことは犬手八杜についてもはっきりと指摘できる。（5）生
保の商品が多種多様で分かりにくく，まして一般の加入希望者には，どの杜の
どの保険を買ったら有利なのかさっぱり分からないし，またそのような比較情
報の入手も不可能であるパ6）法制上，生保契約老全体の意思を代弁するものと
される杜員総代会の構成メンバーは，犬半が当該生保会杜と金融上密接な関係
にある大手一流企業の杜長・会長で占められており，一般契約者の参加は皆無
にひとしい。
　以上，記事に現れた生保批判の主要点に触れたが，これらのうちのいくつか
は，既に紹介した記事中でも指摘ずみのことである。すなわち，（2）の生保会杜
の不動産取得が目に余り，それが生保もうげ過ぎとの批判を生む一因となって
いるという指摘は，前掲（3－5の（3））でも指摘されたこと。また（3）の個人向
げかけ捨て保険については，もうげの薄さから外務員，業界とも熟を入れて販
売する気がないという問題も，先の（3－4）の記事が危慎Lたとおりの事態で
ある。（4）の生保外務員の犬量増員・大量脱落問題および継続率の悪さの問題は，
3－1の（e），3－2，4－1の（・）などで繰り返し指摘されたことである。（5）の比較
情報が入手不可能という問題も3－1の（a），4－1の（b）などで指摘されたことで
あり，（6）の杜員総代会の形骸化問題も，3－1の（f），3－5の（6）ですでに指摘ず
みの間題である。
4－3曲がり角の保険業界・r目減り」に強まる批判・なれ合い煩向もヤリ
　　　玉　　高橋文利記老筆一〔昭50（1975）・11・19朝日，朝刊〕。
（1）保険業界に対する消費者の不満・批判が強まっている。生命保険の場合
は，契約のトラブル，イソフレによる保険金額の目減り，保険会社の資産運用
などカミ，また損害保険では，犬衆化が進むとともに，各杜同一の保険料をはじ
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めとするrなれ合い経営』などが，それぞれヤリ玉にあげられている。両業界
とも，こうした批判に答える形で，最近相次いで新種保険を売り出したが，他
産業と違って不況の影響もあまり受けず，巨大杜屋の建設を競い合っているこ
とに対してrもうげ過ぎ』という見方も根強い。
　（2）一方，大蔵省が今年（1975年）6月の保険審議会の答申に基づきr契約
老第一主義」の方針を明確に打ち出したことで，高度成長の波に乗って業容を
広げてきた業界そのものが曲がり角に立たされている。
　（・）生保業界は，さきの保険審議会答申（昭50・6・27）で改善を迫られた
募集制度，商品開発，保険計理，資産運用，経営の方向などについて，このほ
どr直ちに実施」するもの，業界全体または各杜ごとに検討のうえr早急に実
施」するもの，あるいはr昭和50年度中に結論を出す」もの，r昭和51年度か
ら実施する」ものなどに分けて具体的な実施予定を決めた。消費老運動の高ま
りもあり，業界としてもこれまでのように，答申を精神訓話として聞き流すわ
けにはいかなくなったためといえよう。
　（b）各杜ごとにr直ちに実施」することにたったものに，たとえぼ予定利率
の引き上げがあ乱つまり保険会杜が集めた保険料をほかに貸L付げたりして
もうけると，年にどのくらいの利回りに運用できるかを見込んだ利率で，これ
を引き上げると，それだけ保険料を安くできることになる。業界は，これまで
実際の運用益が少なくとも7～8％はあるにもかかわらず，約4％と安全度を
十分すぎるほど見込んでいた。
　（・）その半面，外務員によらない新しい募集形態の一つとして拡充が要請さ
れた店頭販売や，その場合には界務員を通じるよりも保険料を安くする特別料
率制の導入は「各杜ごとに検討する」として，具体的な実施計画から外され
た。
　（d）家庭の主婦を中心とした外務員制度に頼り切っていることが，多くの契
約トラブルを生み，義理・無理契約で保険の継続率を悪くさせる最犬の原因に
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もなっている。しかし，生保業界は依然として現行の外務員制度の緯持が最良
だと考えている。
　け）一方，損保業界では，経営の効率化をもっと進めることが要求されてい
る。損保の場合，自分の引き受けた保険を国内や海外の保険会杜に再保険に出
す，つまり危険を分散し保険金を分担するせいもあって，業界全体としてrな
れ合いムード』が強い。
　（口）資産内容がトップの東京海上火災と最下位との間で150対1の開きがあ
るにもかかわらず，ほとんどの保険が同じ料率だというのでは，消費者は納得
しかねる。
　（3）生・損保とも，保険業界は上位と下位との経営格差が著しいにもかかわ
らず，保険料は下位会杜が成り立つように犬蔵省で認可してきたことからr船
団行政」といわれた。船足の遅い下位に合わせるのだから，上位会杜の経営は
楽だ。
　（4）生保は20杜（当時）あるが，日本生命，第一，住友，明治，朝日の大手
5杜が今年（昭50＝1975）3月末現在で総保有契約高の61．7劣を占める。損保
も元受け20杜のうち，収入保険料は東京，安田，大正，住友の旧財閥系4杜で
昨年（昭49＝1974）度は42．1％を占めている。このようたr寡占体制』が確立
Lているのに，最下位に合わせたr船団行政」がとられれば，上位各杜は不当
ともいえる過剰利得をあげられるわけだ。
　（5）低成長時代の到来で国による杜会保障割度が足踏みになる半面，所得水
準の上昇，核家族化の進展，老齢化杜会への移行や身の回りの危険の増大など
で，保険に頼ろうとする消費者もふえている。大手保険会杜本位の経営で，消
費者が不利益をこうむっても困る。業界，消費老ともr保険」の正しいあり方
を根本から考え直すときだ。
　（コメント）
　この本稿最後の記事では，生保のみでなく損保に対しても批判の目が向げら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ87
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れている。まず生保については，先の保険審議会答申を受けたかたちで，同答
申で具体的に改善を追られた点，すなわち，①募集制度，②インフレに強い新
種商品の発売，③保険計理の合理化，④資産運用の健全化などにつき，業界自
体が真剣に取り組む姿勢にあることを指摘している。そのうちとくに予定利率
に関しては，早急に改善することに決L，昭和51年3月から契約期間が20年以
下のものについては従来4％であった予定利率を5．5劣に引き上げ，また契約
期問が20年を超えるものについては従来の4％が5％へ引き上げられた
（p．178の第5表参照）。これに対し，店頭販売の料率を他のものより引き下げ
るというr特別料率制」の採用は当面見送られた。一方，損保については，国
の内外を問わず，再保険が頻繁に利用され，各杜が相互に危険を分担し合って
いる関係から，業界全体として競争よりも協調，つまりいうならば『なれ合い』
に流れる傾向が強いと指摘する。また業容も大きく資産も豊かなトップ企業と，
規模においてその150分の1程度の最下位企業とが，ほぼ同じ保険を同じ料率
で売っていることに疑問が呈される。
　しかもその次に指摘されているように，生・損保とも業界は完全た寡占状態
で，大手の数杜に契約の大半が集中しており，そのうえ大蔵省により認可され
る料率が一番船脚の遅い企業に合わせて決められてきたため，上位企業には
r不当ともいえる」超過利潤がもたらされてきたとする。そして，これでは保
険は，生・損保とも，大手会杜のための保険であって，消費老のための保険と
はいえないのではないか，というのが執筆記著の結論である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未　完）
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